
（平成２６年１月１６日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会東京地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 15 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 10 件



関東東京国民年金 事案13879 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年４月から 40年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年４月から40年３月まで 

私の父は、私の国民年金の加入手続を行い、両親の国民年金保険料と一緒に私の分

も納付してくれていたはずである。申立期間の保険料が未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿の払出年月日から、

申立期間中の昭和 39 年８月７日に払い出されていることが確認でき、申立期間の国民

年金保険料は現年度納付することが可能であり、申立期間直後の 40 年４月から申立人

が結婚する前月の 43年４月までの保険料は全て納付済みである。 

また、申立人が 20 歳に到達した昭和 38 年＊月から申立期間直前の 39 年３月までの

保険料は過年度納付されているほか、申立人の両親は国民年金の拠出制度が開始された

36 年４月から 60 歳に到達する前月までの保険料は全て納付済みであるなど、保険料を

納付していたとする父親の納付意識の高さが認められることから、申立期間の保険料に

ついても納付されていたとみるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24812 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成16年７月16日は

18万2,000円、同年 12月21日は 22万5,000円、17年７月29日は18万2,000円、同

年12月16日は22万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和53年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16年７月16日 

② 平成 16年12月21日 

③ 平成 17年７月29日 

④ 平成 17年12月16日 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録が無

い。保険料控除を確認できる賞与明細書等の資料は保管していないが、賞与を支給さ

れた記憶があるので、標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与変動項目一覧表及び同社の回答により、申立人は、申立期間

に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標

準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記賞与変動項目一覧表において確

認できる賞与額から、平成 16 年７月 16 日は 18万 2,000 円、同年 12月 21 日は 22 万

5,000円、17年７月 29日は 18万 2,000円、同年 12月 16日は 22万円とすることが妥

  



当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行

していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24817 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間③から⑧までに係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 16

年８月２日は 41万 5,000円、同年 12月 28日は 40万 5,000円、17年８月１日は 63万

2,000円、同年 12月 22日及び 18年７月 28日は 58万 7,000円、同年 12月 26日は 75

万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年７月 

            ② 平成15年12月 

            ③ 平成16年８月 

            ④ 平成16年12月 

            ⑤ 平成17年８月 

            ⑥ 平成17年12月 

            ⑦ 平成18年７月 

            ⑧ 平成18年12月 

年金事務所からのお知らせにより、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚

生年金保険の標準賞与額の記録が無いことが分かった。賞与が支払われたことは確か

なので、標準賞与額を認めてほしい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間⑤について、申立人から提出された平成 17 年夏期の賞与支払明細書によ

り、申立人は、当該期間にＡ社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

  なお、当該期間に係る賞与支給日については、Ａ社の元社会保険事務担当者の供述

から判断すると、平成 17年８月１日とすることが相当である。 

  一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標

 

  

  

 



準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれ

ぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

  したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賞与支払明細書及び管轄税務

署から提出された確定申告書等において確認又は推認できる厚生年金保険料控除額か

ら、63万2,000円とすることが妥当である。 

  次に、申立期間③、④、⑥、⑦及び⑧について、申立人は、当該期間に係る賞与支

払明細書を保有していないが、上記確定申告書及び元社会保険事務担当者の供述から

判断すると、申立人は、当該期間にＡ社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

  なお、当該期間に係る賞与支給日については、上記元社会保険事務担当者から提出

された家計簿兼メモから判断すると、平成 16年８月２日、同年12月28日、17年12

月22日、18年７月 28日及び同年 12月26日とすることが相当である。 

  また、当該期間の標準賞与額については、上記確定申告書等において推認できる厚

生年金保険料控除額から、平成 16 年８月２日は 41 万 5,000 円、同年 12 月 28 日は

40万 5,000円、17年 12月 22日及び 18年７月 28日は 58万 7,000円、同年 12月 26

日は75万円とすることが妥当である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、上

記元社会保険事務担当者は、申立期間③から⑧までに係る賞与額の届出を行うことを

失念した旨回答していることから、事業主は、これを履行していないと認められる。 

２ 申立期間①及び②について、上記元社会保険事務担当者は、賞与の支給は無かった

と回答している上、申立人も賞与の支払及び保険料の控除を確認できる資料を保有し

ていない。 

このほか、申立人の主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が、

当該期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  

  

  

  

  



関東東京厚生年金 事案24818 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店（後に、Ａ社Ｂ支社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 43 年９月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万 3,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 また、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＣ社における資格喪失日に係る記録を昭和

46年５月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和43年８月27日から同年９月１日まで 

           ② 昭和 46年４月30日から同年５月１日まで 

  Ａ社に在籍していた期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無

い。申立期間①については、同社に在籍したままＣ社に出向しており、申立期間②

については、同社からＡ社に戻った時期であるが、申立期間①及び②においても継

続して勤務し、出向中も同社の給与体系の下で同社から給与の支払を受けていたの

で、申立期間①及び②を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の回答及び同社から提出された申立人に係る経歴書により、申立人は、昭和 42

年４月１日に同社に入社後、43 年８月 26 日に同社Ｂ支店から同社本社に所属が変更さ

れるとともに、同社本社に在籍のままＣ社に出向となり、46 年５月１日に出向が終了

しＡ社本社の所属から同社Ｂ支店に異動したことが確認できることから、出向が終了し

た後も同社に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人及び申立人と同時期にＡ社からＣ社に出向した同僚３人は、「出向中も

  



Ａ社の給与体系の下で同社の名前が記載された給与袋と給与明細書により、出向前後と

変わりなく同社から給与を支給されていた。」と回答している。 

さらに、申立人は、「出向時は昭和 43年８月31日までＡ社Ｂ支店に勤務し、出向終

了時は46年４月 30日までＣ社に勤務していた。」と供述しており、申立人に係る雇用

保険の加入記録と一致する。 

  これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

  また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭和 43

年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万 3,000円とし、申立期間②の標準報

酬月額については、申立人のＣ社における 46 年３月の社会保険事務所の記録から、６

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは

認められない。 

なお、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 46 年５月１日と届け

出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年４月 30 日と誤って記録することは

考え難いことから、事業主は同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当

した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

  



関東東京厚生年金 事案24819 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 44 万

円に訂正することが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年 10月１日から９年10月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準

報酬月額が厚生年金基金の標準給与月額と相違している。申立期間に係る給与明細書

を提出するので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は 41 万円と記録さ

れているところ、Ａ社が加入していた厚生年金基金から提出された申立人に係る加入員

台帳によると、平成８年 10月からの標準給与月額は44万円と記録されている上、同社

が加入していた健康保険組合も、これと同様の記録である旨回答している。 

 また、上記厚生年金基金から提出された申立人に係る算定基礎届により、平成８年

10月からの標準給与月額は 44万円であることが確認できる。 

 さらに、Ｂ社は、「申立期間当時、手書きの複写用紙を健康保険組合に提出し、当該

健康保険組合から社会保険事務所及び厚生年金基金に回付していたので、届出内容に差

異は生じない。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、事業主は、申立人が主張する標準

報酬月額（44万円）に係る届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

  

  

 

  



関東東京厚生年金 事案24822 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記

録を昭和 35 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年７月１日から同年10月１日まで 

Ａ社又は同社の関連会社であるＣ社（現在は、Ｄ社）に勤務していた期間のうち、

申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。被保険者記録がある前後の期間と同様に

申立期間においても継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社及びＣ社における申立期間当時の複数の元従業員の供述から判断すると、申立人

は、申立期間においてＡ社に勤務していたことが認められる。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿及びＡ社に係る事業所

別被保険者名簿により、申立人と同様に、昭和 35 年７月１日にＣ社において被保険者

資格を喪失し、同年 10 月１日にＡ社において被保険者資格を取得していることが確認

できる元従業員が保有している申立期間に係る給料支払明細書によると、各月とも厚生

年金保険料を控除されていることが確認できる。 

さらに、申立期間当時の複数の元従業員は、厚生年金保険について、職種等に関係無

く、同様の取扱いであった旨供述している。 

これらのことから、申立人についても、Ａ社における申立期間に係る厚生年金保険料

の控除について、上記元従業員と同様の取扱いを受けていたものと推認される。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料をＡ社の事

業主により給与から控除されていたものと認められる。 

  



一方、Ａ社に係る上記被保険者名簿により、同社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは昭和35年10月１日であり、申立期間は適用事業所でないことが確認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、同社は、設立年月日が昭

和 35 年６月３日であることが確認できる法人事業所であり、また、同社における当時

の複数の従業員の供述により、５人以上の従業員が常時勤務していたことが確認できる

ことから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断

される。 

また、上記給料支払明細書において確認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報

酬月額は、上記元従業員の資格喪失時（昭和 35 年６月）の標準報酬月額と一致してい

ることが確認できる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＣ社における昭和 35 年

６月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについて不明としているものの、Ａ社は、申立期間にお

いて適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていな

かったと認められることから、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24823 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記

録を昭和 51年５月 16日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 11万 8,000 円とするこ

とが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年４月30日から同年５月16日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間において内部異動はあったが、同社に継続して勤務し、給与から厚生年金保険料

を控除されていたはずなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管している申立人に係る人事記録（社内履歴）及び同社の供述から判断する

と、申立人は、申立期間においてＡ社に継続して勤務し（昭和51年５月16日にＡ社か

らＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 51 年３月の

社会保険事務所（当時）の記録から、11万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ社

は、Ａ社が申立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所に誤って行い、申立期間に

係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、事業主は、これを履

行していないと認められる。 

  

  



関東東京厚生年金 事案24827 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められることから、平成 16 年６月 28 日の標準賞与額に係る記録を 62 万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和49年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成16年６月 

年金事務所からの通知により、Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年

金保険の標準賞与額の記録が無いことが分かった。賞与明細書を提出するので、標準

賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成 16 年夏季賞与明細書及び預金通帳の写し並びにＡ社の回

答により、申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間に係る賞与支給日については、上記預金通帳により、平成 16 年６月

28 日に上記賞与明細書において確認できる差引支給額が振り込まれていることが確認

できることから、同日とすることが相当である。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに

見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記賞与明細書において確認できる

厚生年金保険料控除額から、62万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明である旨回答しているが、オンライン記録により、Ａ社における被保険者全員

  



の申立期間に係る標準賞与額の記録が無いことが確認できることから、事業主は、申立

てどおりの賞与額に係る届出を行っておらず、その結果、社会保険事務所（当時）は、

当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



関東東京厚生年金 事案24828 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を150万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成17年６月８日 

申立期間において賞与から厚生年金保険料を控除されていたが、Ａ社は、申立期間

当時、当該賞与に係る届出を行っておらず、その後、年金事務所に賞与支払届が提出

されたものの、時効により厚生年金保険料を納付することができず、申立期間の記録

は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   グループ企業の社員について給与及び社会保険に係る業務を行っているＢ社から提出

された賞与台帳により、申立人は、申立期間にＡ社から賞与の支払を受け、当該賞与に

係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与台帳において確認できる保険料控

除額から、150万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っていなかったこと、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、こ

れを履行していないと認められる。 

  

  



関東東京国民年金 事案13880 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年 11 月から７年１月までの付加保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年 11月から７年１月まで 

私は、申立期間の国民年金保険料は付加保険料を含めて納付していた。申立期間の

定額保険料が納付済みであるのに、付加保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料は付加保険料を含めて納付していたとしている

が、オンライン記録では、申立期間に係る付加保険料納付の申出を行った記録は無く、

申立人の付加保険料納付の申出日は申立期間直後の平成７年２月３日である上、申立人

が申立期間に係る付加保険料納付の申出を行ったことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

また、申立人が申立期間当時に居住していた区は、付加保険料納付の申出があった場

合は定額保険料と付加保険料を合算した保険料を一枚の納付書により収納しており、行

政機関等が付加保険料の納付についてのみ未納とする処理を行ったとは考え難い。 

そのほか、申立人が申立期間の付加保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、申立期間の付加保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の付加保険料を納付していたものと認めることはできない。 

  



関東東京国民年金 事案13881 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年４月から４年３月までの国民年金保険料については、免除されてい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年４月から４年３月まで 

私は、平成３年４月から学生も国民年金に加入しなければならなくなったので、国

民年金保険料の免除申請に必要な書類を実家の母に整えてもらい、同年４月初めに区

役所の特設窓口で保険料の免除申請手続を行い、申請が受理されたことを明確に記憶

している。申立期間の保険料が免除されていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成３年４月に国民年金保険料の免除申請手続を行ったとしているが、オ

ンライン記録では、申立期間の国民年金被保険者の資格取得及び喪失の記録は、申立期

間より後の７年７月 25 日に入力されていることが確認できることから、申立人の国民

年金手帳記号番号は、同年７月頃に払い出されたと推認でき、当該手帳記号番号が払い

出されるまでは、申立人は、国民年金に加入しておらず、保険料の免除申請を行うこと

はできない。 

また、申立人は、申立期間当時に国民年金の加入手続を行った覚えは無く、年金手帳

を交付された記憶も無いと述べているなど、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

そのほか、申立人が申立期間の保険料を免除されていたことを示す関連資料は無く、

申立期間の保険料を免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めることはできない。 

  



関東東京国民年金 事案13882 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年２月から 52年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年２月から52年６月まで 

私は、昭和 52 年６月頃に区役所から国民年金保険料を当時と同じ金額で遡って納

付することができるという案内を封書でもらい、すぐに未納期間の保険料を当時取引

のあった銀行員に渡して一括納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 52 年６月頃に申立期間の国民年金保険料を当時と同じ金額で一括納

付したとしているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の記号番号

の任意加入被保険者に係る資格取得日から申立期間後の 54 年８月頃に払い出されたと

推認でき、当該手帳記号番号が払い出されるまでは、申立人は、国民年金に加入してお

らず、保険料を納付することができない。 

また、申立人は、上記手帳記号番号が記載されている年金手帳とは別の手帳を所持し

たことはないと述べており、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、昭和 52 年分、53 年分及び 54 年分の確定申告書を提出している

が、52年分及び 53年分の社会保険料控除欄には金額が記載されておらず、54年分の社

会保険料控除欄には「252,260」の記載があるものの、当該確定申告書を作成したとす

る申立人の姉から聴取することができないことから、当該金額の内訳は不明である。 

そのほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料は無く、申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

  



関東東京国民年金 事案13883 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年８月から 48年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年８月から48年３月まで 

私が20歳の時（昭和 46年＊月）に市の職員が自宅に来て国民年金に加入するよう

にと言ったので、私の父は、その場で私の国民年金の加入手続を行い、申立期間当初

の国民年金保険料を納付し、その後の保険料は私が納付していた。申立期間の保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の父親が昭和 46 年＊月に申立人の国民年金の加入手続を行い、申

立期間当初の国民年金保険料を納付し、その後は申立人が保険料を納付していたとして

いるが、申立人が申立期間当時に居住していた市が作成した国民年金被保険者名簿の資

格取得の処理日及び国民年金手帳の発行日から、申立人の国民年金手帳記号番号は 48

年８月頃に払い出されたと推認でき、当該手帳記号番号が払い出されるまでは、申立人

は、国民年金に加入しておらず、保険料を納付することができない。 

また、申立人は、上記手帳記号番号が記載されている国民年金手帳とは別の手帳を所

持したことはないと説明しており、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

そのほか、申立人の父親及び申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

  



関東東京国民年金 事案13884 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和41年３月から46年３月までの期間、48年４月、同年５月、49年12月、50

年１月、54年12月及び55年１月の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和41年３月から46年３月まで 

           ② 昭和48年４月及び同年５月 

           ③ 昭和49年12月及び50年１月 

           ④ 昭和54年12月及び55年１月 

私は、昭和48年６月に婚姻する前に姉にお金を渡して、国民年金保険料を遡って納

付してもらった。その後、姉は、私と妻が49年12月に転居するまで、私と妻の保険料

を集金人に納付してくれ、転居した後は、妻が夫婦二人分の保険料を郵便局や金融機

関で毎月納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻によれば、申立人は、昭和48年６月に婚姻する前に申立人の姉にお金を渡

し、国民年金保険料を遡って納付してもらったとしているが、その時期及び金額に関す

る記憶が明確ではなく、保険料を納付したとする姉から聴取することもできないことか

ら、保険料納付の状況は不明であるほか、国民年金被保険者台帳により、申立人は、48

年４月に姉が居住する市に国民年金上の住民を登録していることが確認でき、同年同月

時点では申立期間①の保険料は時効により納付することができない。 

また、申立人は、申立期間②、③及び④を通して同一市内に居住しており、これらの

期間はいずれも２か月であり、当該市の当時の保険料収納単位が２か月であることから、

行政機関、金融機関等が特定の被保険者に対して保険料収納に係る事務処理を３回も誤

ったとは考え難い上、申立期間④直後の昭和55年２月及び同年３月については、申立人

は保険料納付済期間で、妻は保険料申請免除期間であることから、夫婦の納付記録は必

ずしも一致していない。 

そのほか、申立人の姉及び妻が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

  



（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24813 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和29年11月から31年７月まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間当時、Ｂ

市にあったＣ社の社員食堂で調理補助や食器洗いなどの業務に従事しており、食堂の

責任者を含め複数の同僚の名前も覚えているので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、同社が解散した当時の取締

役は、当時の書類を保管しておらず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いにつ

いて不明である旨回答している。 

また、申立期間当時、Ａ社において経理又は社会保険事務を担当していたとする複

数の元従業員は、社員食堂は事業としてもうからないので、同社の元従業員などに声を

かけ、名義貸しのような形で経営させており、また、申立人が責任者と記憶している者

がＣ社で社員食堂を経営していた記憶はあるが、当該者は、当時、Ａ社の従業員ではな

く、Ｃ社の社員食堂に勤務していた者に係る社会保険事務手続をＡ社で行ったことはな

い旨供述している。 

 さらに、申立期間におけるＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人が責任者と記憶している者を含めた複数の同僚に係る被保険者記録を確認するこ

とができない。 

 加えて、申立期間において被保険者記録が確認できる複数の元従業員に照会したとこ

ろ、自身の職種は、喫茶店従業員、百貨店等売店販売員又は製菓工場従業員などとして

おり、社員食堂に勤務していたとする者を確認することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

  

  

  



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24814 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年頃から63年頃まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。給与から厚生年金

保険料を控除されていた記憶があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本及び雇用保険の加入記録により、申立人は、同社が

設立された直後の昭和 58 年４月 28 日から 60 年９月５日まで同社に勤務していたこと

が確認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社は、昭和 61 年１月

21 日に厚生年金保険の任意包括適用事業所となっており、当該期間は適用事業所とな

っていないことが確認できる。 

また、申立人の業務を引き継いだとする元従業員は、雇用保険の資格取得日が昭和

60 年 10 月１日とされているところ、自身の入社前に申立人は退職していた旨供述して

いる上、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となった後において、複数の元従業員に係る

雇用保険と厚生年金保険の被保険者記録は符合していることが確認できる。 

さらに、申立期間当時のＡ社の事業主は既に死亡しており、同社は平成 16 年７月１

日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、同社の親会社とされるＢ社は、当

時の資料を保管しておらず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認

することができないとしている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24815 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年４月１日から45年８月１日まで 

  Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。当時の給与明細書は所

持していないが、同社に勤務していたことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の元従業員の供述から判断すると、勤務期間は特定できないものの、申立

人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は昭和 45 年７月２日に厚生年金保険

の適用事業所となっており、申立期間のうち、昭和 43年４月１日から45年７月１日ま

では厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、Ａ社から提出された昭和 45 年７月２日から同年８月１日までの期間に係る健

康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書に記載された者は、同社に係る厚生年

金保険被保険者原票の記録と一致しているが、申立人の氏名は確認できず、整理番号に

欠番は無い。 

さらに、申立人が記憶する複数の元同僚については、雇用保険の加入記録と厚生年金

保険の被保険者記録がおおむね一致していることが確認できるところ、申立人について

は雇用保険の加入記録が確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24816 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和22年４月18日から25年４月16日まで 

Ａ社Ｂ支店（現在は、Ｃ社）に勤務した期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同

社に勤務していた父の勧めで働いたのは確かなので、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社の人事労務部担当者は、当時の従業員の雇用形態や厚生年金保険の取扱いについ

ては関係資料が無いため分からないが、正社員の場合は社員カードを保管しており、申

立人の父がＡ社Ｂ支店Ｄ営業所において工務係として勤務していた記録は確認できるも

のの、申立人の社員カードは保管されていない旨供述している。 

また、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間に勤務し

ていた元従業員 22人に照会を行い 14人から回答を得たが、申立人を記憶している者は

おらず、同社における申立人の勤務実態を確認することができなかった。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳には、前職のＥ社における被保険者

記録の記載は確認できるが、Ａ社Ｂ支店における被保険者記録は記載されていない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24820 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和31年10月１日から34年６月30日まで 

Ａ社（後に、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が

無い。勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ｂ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、

同社に係る商業・法人登記簿謄本によると、同社は既に解散しており、事業主も所在不

明のため照会できないことから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて

確認することができない。 

また、申立人が記憶する同僚二人に照会したところ、いずれの者も申立人を記憶して

いたものの、申立人の退職時期を特定できる供述は得られなかった。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿により、申立期間に

厚生年金保険の被保険者記録を有する従業員のうち、所在の判明した 69 人に照会した

ところ、47 人から回答を得たが、いずれの者も、申立期間において、申立人が同社に

勤務していたことを覚えていない旨回答している。 

さらに、複数の従業員から、Ａ社において社会保険事務に従事していた複数の者の氏

名が挙がったが、既に死亡しているか、名字のみのため本人を特定することができない

ことから照会できず、又は所在が判明し照会したものの回答が得られなかったため、こ

れらの者から、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除等について確認することが

できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

  



生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24821 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和24年６月１日から26年11月１日まで 

Ａ庁に昭和 24年１月から 26年 10月まで勤務したが、24年１月１日から同年６月

１日までの５か月間の厚生年金保険の加入記録しか見付かっておらず、申立期間の厚

生年金保険の加入記録が無い。申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が作成した昭和 58 年 11 月 24 日付けの履歴書から判断すると、申立人が申立

期間においてＡ庁に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ庁に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同庁は昭和

24 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間は適用事業所

となっていないことが確認できる。 

また、Ａ庁の事務を引き継いでいるＢ省の共済組合は、関係部局にも確認したが、人

事記録は保存期限 30 年経過済みのため、申立人の記録は確認できず、また、申立期間

当時の厚生年金保険の届出及び保険料の控除については不明である旨回答している。 

そこで、申立人と同様に、Ａ庁が適用事業所でなくなった昭和 24 年６月１日に被保

険者資格を喪失している者で所在の判明した 17人に照会し、回答のあった10人のうち

７人が同日以後も同庁に勤務していたと回答しているところ、オンライン記録によると、

当該７人の同庁における同日以後の勤務期間に厚生年金保険の被保険者記録を確認でき

る者はいない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

  



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24824 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和53年３月頃から同年10月頃まで 

Ａ社に営業職として勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の保有しているＡ社における昭和 53 年５月１日付けの社員旅行の写真及び申

立期間当時に申立人と一緒に勤務していたとする複数の従業員の供述から、期間は特定

できないが、申立人が申立期間当時において、同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、同社は、昭和 59 年２月 29

日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、当時の事業主は、既に死亡している

ため、同社及び事業主から、申立人の申立期間における勤務及び同社における厚生年金

保険の取扱いについて確認することができない。 

そこで、上記被保険者名簿により、申立期間当時に厚生年金保険の被保険者となって

いることが確認でき、かつ、連絡先の判明した従業員 39 人に申立人の申立期間におけ

る勤務及びＡ社における厚生年金保険の取扱いについて照会したところ、25 人から回

答があり、そのうち複数の従業員は、申立人と同じ営業職には入社後、数か月の試用期

間があり、その期間は厚生年金保険等の社会保険に加入していなかったと供述している。 

このため、上記 25 人の従業員のうち、Ａ社において申立期間当時、申立人と同じ営

業職であって自身の入社日を記憶している４人について、入社日と上記被保険者名簿に

おける被保険者資格取得日とを比較したところ、いずれの者も入社したとする月から、

３か月から６か月経過後に厚生年金保険の資格を取得していることが確認できることか

ら、同社の営業職の従業員については、社会保険に加入しない試用期間があったことが

うかがわれる。 

このほか、申立人の申立期間に係る勤務及び厚生年金保険料の事業主による控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

  



年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24825 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年10月22日から44年11月１日まで 

  Ａ社で勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

では、申立期間も継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間当時の事業主も

連絡先が不明であり、同社及び事業主から、申立人の申立期間における勤務状況及び厚

生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、申立人がＡ社において上司であったとする者は、既に死亡しているため、申立

人が同社において同僚であったとする者のほか、同社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿において、申立期間及びその前後の期間に被保険者記録があり、かつ、連絡先

が判明した従業員 25 人に申立人の申立期間における勤務及び厚生年金保険の取扱いに

ついて照会したところ、申立人の勤務については、当該同僚は、「姓に聞き覚えがある

気がする程度で、明確な記憶は無く、勤務期間も分からない。」としており、回答のあ

った他の従業員 13人は、いずれも申立人の記憶は無いとしている。 

加えて、Ａ社の厚生年金保険の取扱いについては、同社において給与計算事務を担当

していたとする従業員一人を除く全員が、同社における厚生年金保険の取扱いは不明で

あるとしているものの、当該給与計算事務担当の従業員は、「申立人については、昭和

43 年 10 月 22 日に被保険者資格を喪失している理由は退職以外に考えられず、申立期

間における厚生年金保険料の控除は無いはずである。」としている。 

なお、上記被保険者名簿では、申立人は、昭和 43年10月１日に被保険者資格を取得

し、同年10月22日に資格を喪失したことが記載されている上、同月内に資格を取得及

び喪失したことを示す「同月得喪」の押印があることが確認できるところ、日本年金機

  



構は、「通常、厚生年金保険の資格喪失日が月の途中の場合、当月の厚生年金保険料は

徴収しないが、資格取得日と資格喪失日が同じ月である「同月得喪」の場合は、当該月

の厚生年金保険料の徴収が必要となることから、当該届出に係る資格取得日及び資格喪

失日を確認の上、確認したことを記録として残すため、当該被保険者名簿に「同月得

喪」の押印をしていた。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における勤務及び厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24826 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年１月21日から同年３月21日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

には、申立期間も講師として勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたので、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る資料を管理しているＢ社が保有する申立人に係る健康保険厚生年金保険被

保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書により、Ａ社が申立人の厚生年金保険の

資格取得日をオンライン記録と同日の昭和 55年３月21日と届け出ていることが確認で

きる。 

また、申立人のＡ社に係る雇用保険の資格取得日も昭和 55年３月21日であり、厚生

年金保険の資格取得日と一致していることが確認できる。 

さらに、Ａ社の教室部門が独立して新会社を設立した際に、Ａ社、当該新会社及び申

立人の間で取り交わされた申立人の退職金に係る同意書では、申立人のＡ社における入
なつ

社日は、昭和 55 年４月１日と記載されており、申立人はこれに同意し、捺印している

ことが確認できる。 

このため、申立人の申立期間における勤務について、Ｂ社に照会したところ、申立人

の勤務期間が確認できる人事資料等を保有していないことから、不明であるとしており、

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間に同社において

厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる同僚及び従業員に申立人の勤務の状

況について照会したが、回答のあった全員が不明であるとしていることから、申立人の

申立期間に係る勤務については確認することができない。 

また、申立人の申立期間における給与からの厚生年金保険料の控除については、Ｂ社

及び申立期間当時にＡ社の経理担当であった者が、上記決定通知書により、同社が申立

  



人の資格取得日を昭和 55年３月21日と届け出ていることから、控除していないと供述

している。 

このほか、申立人の申立期間に係る勤務及び厚生年金保険料の事業主による給与から

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案24829（事案1534及び21866の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月から38年７月１日まで 

② 昭和46年３月26日から同年６月10日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無

い旨を第三者委員会に申し立てたところ、同委員会から、申立期間には適用事業所に

なっていない等の理由により、記録訂正を行う必要が無い旨の回答があった。 

その後、新たな情報として、申立期間①において通院し健康保険証を使用したこと

を証言してくれる友人を思い出したことから、再度申し立てたところ、当時使用した

健康保険証を確認することはできず、当初の決定を変更すべき新たな事情に当たらな

いため記録訂正を行うことができない旨の通知があった。 

今回、新たに｢国民年金保険料納付記録の照会について（回答）｣を提出するととも

に、前回の情報について再度調査して、各申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②に係る申立てについては、ⅰ）Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で

あったのは、昭和 38 年７月１日から 46 年３月 26 日までであり、申立期間①及び②は

適用事業所となっていないこと、ⅱ）同社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっ

ており、事業主から、申立人の勤務実態や厚生年金保険の取扱いについて確認すること

ができないこと、ⅲ）同社において 38 年７月１日に厚生年金保険に加入した従業員は、

申立期間①に国民年金に加入しており、46 年３月 26 日に被保険者資格を喪失した従業

員は、同月から厚生年金保険料が控除されていなかったと供述していることから、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできないとして、既に年金記録確認Ｂ地方第

三者委員会（当時）の決定に基づき平成 21年２月18日付けで年金記録の訂正は必要で

  



ないとする通知が行われている。 

その後、申立人は新たな情報として、申立期間①においてＡ社の健康保険証を使用し

病院で受診したことを証明できる友人を思い出したので、調査してほしいと再度申立て

を行っているが、当該友人は、申立期間①に申立人が病院で受診したことは記憶してい

るものの、申立人が使用した健康保険証については記憶していないため、当該友人から

申立人が当時使用した健康保険証を確認することはできない上、申立人が申立期間①及

び②に受診したと供述している３か所の病院に再度照会を行ったが、いずれの病院も申

立期間当時のカルテ等を保存していないと回答しているため、病院から申立人が当時使

用した健康保険証を確認することはできないことから、既に年金記録確認Ｂ地方第三者

委員会の決定に基づき平成 23 年 11 月 24 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする

通知が行われている。  

今回の再申立てに当たり、申立人は、新たな資料として、｢国民年金保険料納付記録

の照会について（回答）｣を提出し、国民年金に加入したことはなく、Ａ社に勤務し保

険料を納めていたと主張するとともに、申立期間において同社の健康保険証を使用し病

院で受診したことを証明できる友人に再度照会してほしいとしている。 

しかしながら、今回新たな資料として提出された｢国民年金保険料納付記録の照会に

ついて（回答）｣により、申立期間①は国民年金の被保険者期間ではあるが保険料は納

付されておらず、申立期間②は国民年金への加入及び保険料納付が確認できないとされ

ているものの、この資料からは申立期間にＡ社の事業主から厚生年金保険料を控除され

ていたことは確認できない。また、前回の申立てにおいて、申立人が名前を挙げた友人

に照会を行っているが、再度照会したところ、当該友人は、申立期間①に申立人が病院

で受診したことは記憶しているが、申立人が使用した健康保険証については記憶してい

ないため、当該友人から申立人が当時使用した健康保険証を確認することはできない。 

以上のことから、今回、申立人が主張する新たな資料及び情報は、年金記録確認Ｂ地

方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情に当たらず、そのほかに、申立人

の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらないことから、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

  




